
前回までの分科会等における委員から出された意見の整理

○市町に対する支援

○市町が実施する広域事業に対する支援

○都道府県管内の福祉サービスに関する情報の収集及び提供システムの構築

・原点に戻って広域的なニーズキャッチが必要。

・県は、市町間の情報共有の支援を行うべき。

・県は、市町地域福祉計画の策定段階からの支援や評価を行う必要があるのではないか。

・地域格差が起こらないよう配慮が必要。

・地域福祉はまちづくり。福祉だけでなく産業等とのつながりを考慮することが必要。

・ある程度国や県のしばりがあったほうが、市町の格差がなくなると思うので期待する。

○人材の確保や福祉従事者に対する研修体制の整備等

社会福祉に従事する者を確保するための養成研修

社会福祉に従事する者の知識・技術等の向上のための研修

・福祉人材の確保に向け、学生の福祉体験や学習機会が重要。

・地域の子供たちに福祉に携わってもらえるように、子どもの頃からの福祉教育が重要。

・車いすの方ににどう対応してよいかわからない人が大半。福祉体験を大事にした。

・子どもたちは現場でより多くを習得するため、できる限り現場体験に取り組んでほしい。

・「うみのこ」、「やまのこ」のように「ふくしのこ」はどうか

・福祉業界の処遇が特段悪いわけではないため、きちんと報道されるよう力を入れてほしい。

・４０代～５０代の家で資格をもって眠っているような方を含め、幅広く携わってもらえるような啓発
が必要

（１）市町の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項
　　　（社会福祉法第108条第1号）

（２）社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上
　　　（社会福祉法第108条第2号）

・2040年問題を見据え、福祉読本のような小さなことから共に生きる生活感覚をどうプログラムに
落とすか考える。
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・県下全体からボトムアップで決める方法がよい。市町の議論を把握したうえで、議論の素材にし
てはどうか。

発
言
要
旨

・どんな人にも人権があるという基本的教育を充実する必要がある。人権教育をじっくり行った上
で、専門知識をもつ者を育成すべき。

・「地域力の向上、地域づくり」とあるが、本来市町がしなければならないこと。地元を見ていると、各
団体が力をもっているがまとめができない。誰がその地域を背負うのか。県から市町にこうすればど
うかと教えてあげればどうか。

・支え手が少なくなる中で、元気な高齢者、ニート、ひきこもりの方が逆に地域の支え手になってもら
う仕掛けが重要。

・県としての地域福祉支援計画なのだから、市町に対してどのような姿勢で向かうのか、理念を示し
同じ方向に向かってほしいというのか。また、市町に対してどんなことで支援できるのか考えなけれ
ばならない。

・地域福祉計画というと高齢者、障害者の団体だけが集まるが、まちづくり、防災、教育等関係部局
と連携して作ってほしい。そういうことを県から市町にいってほしい。

・県としての姿勢と県としてできることを示して、それを市町に見てもらって真似をしてもらうことと、市
町が独自に頑張らないといけないことを考えてもらう。

・担い手づくりで福祉学習も重要だが、日常の中の助け合い等を小さい頃から県民一人ひとりがで
きるように。

・滋賀は福祉教育によって家族のまとまり、地域のまとまりを下から積み上げていくことができるの
ではないか。



○市町が実施する福祉サービスの相談支援体制及び供給体制の確立のための基盤整備の促進等

社会福祉法人、非営利組織、民間事業者等への経営指導方策

サービスの質の評価等の実施方策

広域的事業及び専門性が高い事業の情報提供及び相談体制の確保

地域福祉権利擁護事業、苦情解決制度等の実施体制の確保

・介護事故が起こらないよう、認知症介護者の人権が守られるように。

（４）その他

○その地域で各市町が地域福祉計画を達成する上で必要と認められる事項

・地域福祉の推進のため、地域の人がどのように関わってほしいのか考える必要がある。

・自治会員の減少に対し、民生委員・市町社協・自治会が工夫しながらネットワークをつくるべき。

・難病患者や困窮者の自立に向け強めの対応をしてほしい。

・生活困窮者対策に重点的に取り組まれたい。

・中年のひきこもりに対し、行政がアウトリーチできる仕組みが必要。

・福祉が充実してきた、動いていると住民の実感が伴う計画にしてほしい。

・プランは誰がどのように取り組むかを明確にすること

・市町、事業者、県民に何を期待されていて、具体的に何をするかを考える必要がある。

・地域力アップが重要。根本的に自治会問題を解決しないと地域力は減る一方。

・自治会について真剣に考える時がきている。

・地域力は、地域への愛着度と地域に参加してもらうこと。

・その地域を終の棲家とする思いがあるかないかで自治会の組織そのものが異なる。

・地方創生で大事にすべきは自治会創生

・県の計画では自治会のマニュアルやモデルづくり等細かいことは盛り込まない。

・多様な価値観を認め合う福祉風土をつくる。

・どんな立場の人手も人権を大事にしてほしいということを理念に書いてほしい。

・人としての尊厳はキーワード。

・個々の人間力を高めないといけない。

・生活困窮者対策について、全てのステージを見据えた対策とステージ毎の対策が必要。

・生活困窮者対策も参加のアイデアのツールとしていける。

・生活困窮者や認知症高齢者は力点のポイント。

・認知症の実態や症状は知られていない。地域で認知症に対する理解を深めたい。

・認知予防にもっと注力すべき。

・目的型住民組織、小地域福祉活動、人間力に関心をもった。

・８０－５０問題にも視点を向けるべき。

・病院、施設を含んだ地域福祉の構築を県としてはきちっと組立てていくことが必要。

・高齢化が進むと徒歩での生活圏での人とのつながりが大事。

（３）福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的する事業の健全な発達のため
　　の基盤整備（社会福祉法第108条第3号）
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・いつまでに、誰のために、何をするのか。数字で表せないことも、実現ツールを何にするか明確
にすること。

・障害者は常に助けてもらう立場なので、自助・共助・公助のうち、自助として地域の人と仲良くす
ることが重要。

・優先順位をつけ、量も質も考え、多くの県民の参加を得られるよう、アイデアレベルのものも出し
たい。

・認知症の増加の問題は重要。強化すべき。

・地縁だけのコミュニティだけでは解決できない時代。自治会の再構築は大事だが、違う要素が必
要。

・生活困窮者の対応について、福祉サービスの利用者だけでなく、家族を含めた支援が大事では
ないか。家族の現状を早くつかむことと行政との連携が重要。



・県は制度の全体像を改革していくとか、制度の隙間等を考えるべき

・地域福祉に必要なものとして、うまく連携してネットワークして地域を支える仕組みがあればよい

・地域の仕組みとして協働、連携できることをキーワードとして考えてほしい

・子どものリーダー育成という発言があったが、これは大きなテーマだろう。

・生協、農協、フィランソロピーネット、社協、共募などが連携してほしい。

・独身者が多いから子供が少ないのではないか。

・人口減が一番の課題。福祉的観点から人口増考えるということもある。

・新しい組織づくりが絶対必要。各団体を全てまとめるものをお上から教えてあげないといけない。

※社会保障審議会福祉部会（平成14年1月28日）

・地域の生活者は高齢者だけでなく、いろんな世代の人、子育ての人、単身者等がいるため、こうし
た方が多世代交流できるよう、多様な形での人の交流が必要

・他部局を支援する、教育委員会、林業、他部局を支援しないと県民の方へ動かない。住宅、空き
家の問題など。

・どうやって多くの人を巻き込むか。防災を絡めると多少関わるのではないか。

・地域が元気になるには子供を中心にした地域づくりが大事になるかと。子どもを中心とした地域活
性化をどうつくるかの視点が必要。

・地域経済抜きに福祉は語れない。福祉だけがよくなるのは難しい。淡海フィランソロピーネットの意
見を出してもらう環境づくりは重要。

・産業を起こさないと人が集まらない。滋賀県は琵琶湖があるのだから、林業をおこさないといけな
い。また、婚活などもやらないと。

・滋賀県を元気にしようと思うと滋賀県の企業が金を出して支援するという視点が必要。これからの
リーダーをどう育てていくかを考えていただければ。（経済人になるという要素よりも社会問題を解決
していける子どもを育てていこうという意見）

・「多様な価値観を認め合う福祉風土づくり」にあるが、インクルーシブ教育を目指そうとしているの
に反して、実際は特別支援学校の定員が増えている。インクルーシブ教育に進んでいかないと価
値観を認め合うことなどむずかしい。

・現計画の理念には「行政」という表現で逃げているが、「県と市が一緒に」などにすべきではない
か。

「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について（一人ひとりの地域住民への訴え）」に基
づく分類


